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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

平成２７年度財政援助団体等監査、行政監査及び工事監査の結果に

関する報告を次のとおり提出する。 
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平成２７年度 財政援助団体等監査結果報告書 

 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助及び公の施設の指定管理

（以下「指定管理」という。）に関する団体監査並びに同条第２項及び第５項の規定に

基づく所管部課の監査 

 

２ 監査の範囲 

平成２６年度に執行された会計事務及びその他の事務 

 

３ 監査の実施期間 

平成２７年９月２日から同年１２月２０日まで 

 

４ 監査の基本的視点 

財政援助及び指定管理に係る出納その他の事務の執行が適正かつ効率的に行

われているか。 

 

 

第２ 財政援助に関する監査 

１ 監査の対象 

監査対象となる団体、補助対象事業等及び所管部課は、次のとおりである。 

 

№ 対象団体 対象事業等 所管部課 

１ 八 王 子 市 消 防 団 ・団本部、分団等の運営 
生 活 安 全 部

防 災 課

２ 
社 会 福 祉 法 人 八 王 子 市

社 会 福 祉 協 議 会

・ボランティア活動推進 

・運営費等補助 

・地域福祉活動の推進 

福 祉 部

福 祉 政 策 課
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２ 監査の観点及び方法 

監査は、次の表頭欄に掲げる区分に応じ、それぞれ下欄に掲げる事項を主な観点

として、書類審査、質問調査等通常実施すべき監査手続により実施した。 

 

３ 監査の結果 

監査の結果、会計事務及びその他の事務は、概ね適正に執行されていると認めら

れた。 

（１） 八王子市消防団 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない。 

 

（２） 社会福祉法人 八王子市社会福祉協議会 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない。 

 

 

 

財政援助団体 所管部課 

⑴ 補助事業は、目的に沿って適正に執行

されているか。 

⑴ 財政援助の事業は、法令、条例、

予算等に適合しているか。 

⑵ 補助事業は、市の交付決定に基づき適

正に執行されているか。 

⑵ 補助金の支出手続は、条例、規

則、要綱等に従い行われているか。 

⑶ 予算書、決算諸表等と補助金の交付申

請書、実績報告書等は符合するか。 

⑶ 補助金の支出及び積算・返還事務

は適正に行われているか。 

⑷ 諸規程の整備はなされているか。 
⑷ 団体に対する指導監督は適切に行

われているか。 

⑸ 会計経理及び財産管理は適正に行われ

ているか。 

⑹ 出納関係帳票の整備は適切か。また、

領収書等の証憑書類の整理、保存は適

切か。 
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第３ 指定管理に関する監査 

１ 監査の対象 

監査対象となる指定管理者、指定管理施設及び所管部課は、次のとおりである。 

 

  ア 長房ふれあい館 

№ 指定管理者 指定管理施設 所管部課 

１ 
社 会 福 祉 法 人  八 王 子 市

社 会 福 祉 協 議 会
長房ふれあい館 

市民活動推進部

協 働 推 進 課

 

  イ 保育園 

№ 指定管理者 指定管理施設 所管部課 

１ 社 会 福 祉 法 人  相 友 会 長房西保育園 
子 ども家 庭 部

保育幼稚園課

 

  ウ 学童保育所 

№ 指定管理者 指定管理施設 所管部課 

１ 
社 会 福 祉 法 人  八 王 子 市

社 会 福 祉 協 議 会

(1)八木町学童保育所 

(2)千人町学童保育所 

(3)寺町学童保育所 

(4)台町学童保育所 

(5)中野学童保育所 

(6)清水小学童保育所 

(7)大和田小学童保育所 

(8)第十小学童保育所 

(9)浅川学童保育所 

(10)下柚木学童保育所 

(11)由木学童保育所 

(12)松が谷学童保育所 

(13)南大沢学童保育所 

(14)南大沢西学童保育所 

(15)宮上学童保育所 

(16)まつぎ学童保育所 

(17)長池学童保育所 

(18)秋葉台学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課
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№ 指定管理者 指定管理施設 所管部課 

１ 
社 会 福 祉 法 人  八 王 子 市

社 会 福 祉 協 議 会

(19)別所学童保育所 

(20)長房学童保育所 

(21)船田小学童保育所 

(22)館ヶ丘学童保育所 

(23)寺田学童保育所 

(24)上壱分方学童保育所 

(25)元八王子学童保育所 

(26)川口学童保育所 

(27)加住小学童保育所 

(28)由井学童保育所 

(29)片倉台学童保育所 

(30)七国小学童保育所 

(31)北野学童保育所 

(32)高嶺小学童保育所 

(33)石川学童保育所 

(34)久保山学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課

２ 株 式 会 社  プ ロ ケ ア 子安学童保育所 
子 ども家 庭 部

児童青少年課

３ 
特 定 非 営 利 活 動 法 人

ワ ー カ ー ズ コ ー プ

(1)上柚木小学童保育所 

(2)中山小学童保育所 

(3)由木東小学童保育所 

(4)元八王子東小学童保育所 

(5)城山学童保育所 

(6)由井かたくら学童保育所 

(7)長沼学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課

４ 
テ ン プ ス タ ッ フ ・ ウ ィ ッ シ ュ

株 式 会 社

(1)鹿島学童保育所 

(2)横山学童保育所 

(3)みなみ野学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課

５ 
特 定 非 営 利 活 動 法 人

く ぬ ぎ だ
椚田小学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課

６ 社会福祉法人 清心福祉会
(1)小宮小学童保育所 

(2)高倉小学童保育所 

子 ども家 庭 部

児童青少年課
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２ 監査の観点及び方法 

監査は、次の表頭欄に掲げる区分に応じ、それぞれ下欄に掲げる事項を主な観点

として、書類審査、質問調査等通常実施すべき監査手続により実施した。 

指定管理者 所管部課 

⑴ 施設は関係法令等の定めるところによ

り適切に管理されているか。 

⑴ 指定管理者の指定及び管理に関する

協定等の締結は、法令、条例等に基づ

き適正に行われているか。 

⑵ 協定等に基づく義務の履行は適切に

行われているか。 

⑵ 協定書等には、必要事項が適正に記

載されているか。 

⑶ 利用料金の設定等は適正に行われて

いるか。 

⑶ 管理に関する経費の算定、支出手続

等は、条例、規則、協定等に従い適正

に行われているか。 

⑷ 公の施設の管理に係る諸規程の整備

はなされているか。 

⑷ 事業報告書の点検及び管理に関する

経費の精算事務等は適正に行われてい

るか。 

⑸ 公の施設の管理に係る会計経理及び

備品管理は適正に行われているか。 

⑸ 利用料金の承認手続は適正に行われ

ているか。また、指定管理者に対して適

時、適切に報告を求め、調査・指示を行

っているか。 

⑹ 公の施設の管理に係る出納関係帳

簿、記帳は適正か。また、領収書類の整

備、保存は適切か。 

 

３ 監査の結果 

監査の結果、会計事務及びその他の事務は、概ね適正に執行されていると認めら

れたが、一部に次のとおり改善・検討を要する事項が見受けられた。 

（１） 社会福祉法人 八王子市社会福祉協議会 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない。 

 

（２） 社会福祉法人 相友会 

【指摘事項】 

４月分給与に含まれる超過勤務手当等に係る時間単価の計算方法について 

市と社会福祉法人相友会（以下「相友会」という。）との間では、相友会を指定管

理者に指定して「八王子市立長房西保育園の管理に関する基本協定」を締結して
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いる。 

これに基づいて、相友会は八王子市立長房西保育園（以下「保育園」という。）

の管理運営業務を実施しており、市は相友会との間に締結した「八王子市立長房

西保育園の管理に関する年度協定書」に基づき、当該業務に係る指定管理料を

支払っている。 

そこで、この指定管理料を財源として支出が行われている職員に係る平成２６年

度の人件費について確認したところ、平成２６年４月分の給与に関して、超過勤務

手当及び欠勤控除が誤って計算され支給及び控除されていることが判明した。 

相友会が定めた経理規程及び平成２６年度の職員人事給与制度要綱によれば、

超過勤務、休日勤務及び欠勤（以下これらを「実績分」という。）については、前月

の２１日から当月の２０日までに発生したものを、当月分の給与として支給又は控除

し、また、昇給については、毎年４月１日付で行うこととしている。 

これに基づき、４月分給与に反映させるべき実績分の額を考えた場合、３月２１

日から３１日までの実績分については３月分の給料月額を基礎として時間単価を算

定し、４月１日から２０日までの実績分については４月分の給料月額（昇給がある場

合には昇給後の月額）を基礎として時間単価を算定し、それらを各月に発生した時

間数に乗じて算出されることになる。 

一方、保育園では、実績分を含めた給与計算等の処理については、外部に業

務委託しているため、実績分については、保育園の職員が市販の給与計算ソフト

ウェアをインストールした端末の画面に合わせ合計時間数を入力する作業のみを

行っている。 

そこで、４月分給与に係る実績分の算出状況について確認したところ、例月の処

理と同様に３月分と４月分の合計時間数を入力していたため、当該実績分につい

ては、４月分給料のみを基礎として算定され、４月１日付で昇給が行われた場合に

は、適正な金額が支払われない又は控除されていないことが判明した。 

人件費は、保育園の管理運営に係る支出の約８割を占めており、また、職員の

生活に影響を及ぼす重要な支出であることから、その計算は十分な精度を持って

行われるべきである。 

ついては、所管課においては、相友会に対し、保育園が適正な給与支給業務を

実施するための対応策を講ずるよう指導されたい。 

 

（３） 株式会社 プロケア 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない 
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（４） 特定非営利活動法人 ワーカーズコープ 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない。 

 

（５） テンプスタッフ・ウィッシュ株式会社 

【指摘事項】 

人件費の計上誤りについて 

市とテンプスタッフ・ウィッシュ株式会社（以下「テンプスタッフ・ウィッシュ」とい

う。）との間では、テンプスタッフ・ウィッシュを指定管理者に指定して「学童保育所

の管理に関する基本協定」（以下「基本協定」という。）を締結している。これに基づ

いて、テンプスタッフ・ウィッシュは基本協定に規定された学童保育所３施設（５クラ

ブ）の管理運営業務を実施しており、市はテンプスタッフ・ウィッシュとの間に締結し

た「平成２６年度における学童保育所の管理に関する年度協定書」（以下「年度協

定」という。）に基づき、当該業務に係る指定管理料を支払っている。 

また、年度協定では、指定管理者は、年度の終了後、指定管理料の使途を明ら

かにした実績報告書を速やかに市に提出し、市が支払った指定管理料のうち、施

設職員の人件費及びおやつ代について不要額が生じた場合には、速やかに市に

返納しなければならないこととしている。 

そこで、テンプスタッフ・ウィッシュが管理業務を行っている学童保育所に係る施

設職員の人件費について賃金台帳及び出勤簿を突合したところ、常勤職員１人に

係る通勤手当及び時間外勤務手当について、本来であれば年度協定期間である

平成２６年４月分から平成２７年３月分までの実績に基づいて算定した額を支出額

として計上すべきところ、平成２６年３月分から平成２７年２月分までの実績に基づ

いて算定した額で報告し、当該金額で人件費を精算している状況が確認された。 

ついては、所管課においては、誤った金額で精算を行った指定管理料について

適切な措置を講ずるとともに、テンプスタッフ・ウィッシュに対して適正な事務処理を

行うよう指導されたい。 

 

（６） 特定非営利活動法人 くぬぎだ 

【指摘事項】 

特に指摘する事項はない。 
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（７） 社会福祉法人 清心福祉会 

【指摘事項】 

パートタイム施設職員に係る賃金の算出誤りについて 

市と社会福祉法人清心福祉会（以下「清心福祉会」という。）との間では、清心福

祉会を指定管理者に指定して「学童保育所の管理に関する基本協定」（以下「基

本協定」という。）を締結している。これに基づいて、清心福祉会は基本協定に規定

された学童保育所２施設（３クラブ）の管理運営業務を実施しており、市は清心福

祉会との間に締結した「平成２６年度における学童保育所の管理に関する年度協

定書」（以下「年度協定」という。）に基づき、当該業務に係る指定管理料を支払っ

ている。 

また、年度協定では、指定管理者は、年度の終了後、指定管理料の使途を明ら

かにした実績報告書を速やかに市に提出し、市が支払った指定管理料のうち、施

設職員の人件費及びおやつ代について不要額が生じた場合には、速やかに市に

返納しなければならないこととしている。 

そこで、清心福祉会が管理業務を行っている学童保育所に係るパートタイム施

設職員の人件費について、雇用契約書、タイムカード及び給与台帳を突合したとこ

ろ、賃金計算の基礎となる労働時間算出の誤りにより、間違った賃金が支払われて

いた事例が複数見受けられた。 

また、「清心福祉会パートタイマー就業規則」には、「１日８時間までは通常賃金

とし、８時間を超えて労働させたときは、その時間について、通常の賃金の１２５％

割増賃金を支給する」と規定されているが、１日に８時間を超える労働をした施設職

員について、割増しをせずに賃金が支払われていた。 

正確な賃金計算は施設職員にとって必要不可欠であるとともに、指定管理料の

人件費について適切な精算を行うためにも重要なものであることから、所管課にお

いては、清心福祉会に対し、正確な会計処理を行うよう指導されたい。 

 

（８） 子ども家庭部 児童青少年課 

【意見要望事項】 

おやつ代の精算制度の見直しについて 

市と学童保育所の指定管理者（以下「指定管理者」という。）との間では、指定管

理者に指定した当該学童保育所に関し、指定管理期間（５年間）における管理運

営に関する基本的事項を定めた基本協定を締結するほか、年度ごとに当該年度

の指定管理料等の指定管理に係る経費に関する事項等について定めた年度協定

（以下「年度協定」という。）を締結している。 
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このうち、年度協定によれば、市が支払う指定管理料のうち、施設職員の人件費

及びおやつ代については、精算項目とする旨が規定されている。 

また、指定管理に関する具体的な業務内容については、業務仕様書に定められ

ており、おやつ代については、保育料（保護者負担金）のうち、児童１人当たり月額

２，０００円程度をおやつ代の実費相当として算定することとされている。 

なお、「八王子市学童保育所条例」によれば、学童保育所の保育料は児童１人

につき月額７，０００円（同一世帯で２人以上の児童が学童保育所に入所している

場合は、２人目の児童からは月額４，５００円）となっており、市が児童の保護者から

徴収している。 

そこで、おやつ代の精算について確認したところ、事務手続は次のとおりであっ

た。 

⑴ おやつ代の計算に際しては、①「概算払した年額」、②「執行すべき年間額」

及び③「年間執行実績額」を用い、これらの金額を比較することで精算を行う。 

⑵ ①の「概算払した年額」は、年度協定を締結する際に積算したもので、年度

協定締結前の基準日（２月１日）における基準児童数に月額２，０００円と１２か

月を乗じて得た額である。 

⑶ ②の「執行すべき年間額」は、月当初の在籍児童数に月額２，０００円を乗じ

て得た額を１２か月分合算したものである。 

⑷ ③の「年間執行実績額」は、指定管理者がおやつ代として支出した金額の 

１２か月分の累計額である。 

③の「年間執行実績額」の算出において、所管課では、指定管理者に対し、お

やつ代の支出に係る総勘定元帳等の会計帳簿の写しを実績報告書に添付させ、

逐次突合し、金額確認を行っている。監査日現在、６８の学童保育所があり、当該

確認に要する事務量は相当多いものとなっている。 

所管課によれば、おやつ代に関して精算をすることとした理由としては、指定管

理者におやつ代相当（月額２，０００円程度）のおやつを児童に提供することについ

て、金銭の面から担保し、促進するためとのことであるが、今回の監査対象の指定

管理者に係るおやつ代の執行実績額について試査したところ、児童１人当たり月

額換算で概ね２，０００円が支出されていることが確認された。 

また、学童保育所に指定管理者制度が導入された平成１６年度の状況と比較し、

現在では所管課によるモニタリング制度が実施されており、おやつ代が適切に執

行されているか、おやつの提供方法や内容が妥当であるか等については、当該モ

ニタリングにおいて確認ができるものである。 

ついては、現行の精算方法は、精緻であるものの、投入される事務量と比較する

と現行ほど厳密な計算が求められるものではないと考えられることから、精算の際の

基礎となる金額に関し、例えば、③の「年間執行実績額」は用いずに、①の「概算
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払した年額」と②の「執行すべき年間額」（月当初の在籍児童数は、入所決定して

いる所管課も把握していることから、②の「執行すべき年間額」は、指定管理者から

の報告を待たずに所管課において比較的容易に算出できると思われる。）を比較し、

その差額を返納額とするなど、おやつ代の精算制度をより簡潔にすることを検討し、

削減される事務量はモニタリングの更なる充実等の学童保育所に係る他の業務に

活用するよう要望する。 
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第４ 監査対象団体の概要 

１ 八王子市消防団 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       八王子市消防団（以下「消防団」という。）は、消防組織法（以下「法」という。）

の規定に基づき制定された「八王子市消防団に関する条例」により組織・運営

される市の内部機関であり、団長以下の団員は、非常勤特別職の職員として

位置付けられている。 

 

     イ 市との関係 

       市は、法の規定に基づき消防団に要する費用を負担しており、消防団の活

動・運営に要する費用の一部について、消防団本部（以下「団本部」という。）

並びに音楽隊、女性隊及び各分団（以下「分団等」という。）に対して、「八王

子市消防団本部及び分団交付金交付要綱」に基づき交付金を交付している。

平成２６年度の執行状況については、次の表のとおりである。 

 

   （２） 組織 

      消防団員の条例定数は１，５９０名とされ、消防団本部は、八王子市元本郷町

三丁目２４番１号(八王子市役所内)に置いている。組織構成は次のとおりである。

（平成２７年９月１日現在。括弧内は実人数及び分団受持区域） 

 ア 本団（団本部） ： 団長、副団長(６) 

 イ 本 団 付： 本団補佐、音楽隊、女性隊、機能別分団(５８) 

 ウ 第 １ 分 団： ３個部(３９ 市街地一帯国道１６号線東側) 

 エ 第 ２ 分 団： ３個部(３７ 市街地一帯国道１６号線西側) 

 オ 第 ３ 分 団： ６個部(８４ 中野・大和田地区) 

 カ 第 ４ 分 団： ６個部(９３ 石川地区) 

 キ 第 ５ 分 団： ７個部(１１３ 加住地区) 

区分 交付金（円） 主な対象経費の内容 

団本部交付金 1,541,363
団本部運営費 

（音楽隊・女性隊交付分を除く。） 

分団等交付金 11,832,156

運営費、研修費、通信連絡費、会議費、器具

置場等管理費 

（音楽隊・女性隊交付分を含む。） 

合 計 13,373,519  
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 ク 第 ６ 分 団： ６個部(９０ 川口地区) 

 ケ 第 ７ 分 団： ６個部(９７ 恩方地区) 

 コ 第 ８ 分 団： １１個部（１５７ 元八王子地区) 

 サ 第 ９ 分 団： １２個部(１８１ 横山地区) 

 シ 第 １ ０ 分 団： ８個部(１２５ 由井地区) 

 ス 第 １ １ 分 団： １０個部(１６６ 浅川地区) 

 セ 第 １ ２ 分 団： １１個部(１７０ 由木地区) 

 

 

  ２ 社会福祉法人 八王子市社会福祉協議会 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       社会福祉法人八王子市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）

は、大正１５年９月に八王子市社会事業協会として設立され、昭和３６年４月に

八王子市社会福祉協議会と改称し、昭和４２年４月に「八王子市における社会

福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発展及び社会福祉に

関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ること」を目的とする社会福

祉法人として、法人認可を受けて現在に至り、主に次の事業を行っている。 

      （ア） 地域福祉に関する事業 

        ・ 高齢者福祉事業 

ふれあい・いきいきサロン活動支援事業等 

        ・ 障がい者福祉事業 

         手話通訳・要約筆記協力者派遣事業等 

        ・ 子ども福祉事業 

         子育てサロン支援等 

        ・ 在宅福祉サービス事業 

         在宅福祉サービス（うぃずサービス） 

        ・ 地域福祉推進計画「第２次いきいきプラン八王子」実行に伴う事業 

         地域福祉推進拠点石川の設置運営等 

      （イ） ボランティア活動に関する事業 

         八王子市ボランティアセンターの管理運営、ボランティアの育成事業等 

      （ウ） 福祉サービス総合支援・成年後見制度推進に関する事業 

         地域福祉権利擁護事業等 

      （エ） 公益事業に関する事業 

         八王子市立学童保育所、長房ふれあい館等の管理運営等 
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      （オ） その他 

         生活福祉資金貸付事業、共同募金事業等 

     イ 市との関係 

       市は、社会福祉協議会に対して、「社会福祉法人八王子市社会福祉協議会

補助金交付要綱」に基づき補助金を交付するほか、公の施設の指定管理に

関する協定書に基づき指定管理料を支払っており、平成２６年度の執行状況

については表１及び表２のとおりである。 

表１ 補助金の執行状況 

区分 支出額（円） 補助金執行額（円） 主な対象経費の内容 

運営費等補助 123,305,375 102,269,525 人件費、光熱水費等 

ボランティア活動推進 7,736,274 6,189,019

ボランティアセンター管理

運営費、通信運搬費、業

務委託料、活動費、助成

金等 

地域福祉活動推進 1,566,749 1,253,399

器具什器費、業務委託

料、印刷製本費、光熱水

費、諸謝金等 

合計 132,608,398 109,711,943  

 

表２ 指定管理料の執行状況（今回監査対象とした指定管理施設のみ記載） 

区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

長房ふれあい館 33,778,000 33,778,000

人件費、光熱水費、業務

委託料、租税公課、修繕

費、諸謝金等 

学童保育所 

（八木町学童保育所

ほか３３施設） 

905,743,424 901,841,564
人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 組織 

      社会福祉協議会は、事務所を八王子市元本郷町三丁目２４番１号（八王子市

役所内）に置いている。組織構成は次のとおりである。（平成２７年３月３１日現在） 

 



- 14 - 

 ア 議決機関： 評議員会 評議員(４０) 

 イ 執行機関： 理 事 会 会長(1)-副会長(３)-常任理事(１)-理事(１０) 

   事 務 局 事務局長(1)-課長(３)-職員(３３５)※ 

   ※ 職員数には、嘱託員・臨時職員・学童保育所勤務職員等

を含む。 

 ウ 監査機関： 監事(２) 

 

   （３） 補助対象事業の概要 

事業名 事業内容の概要 

運営費等補助 社会福祉協議会の職員及び嘱託員等の人件費 

ボランティア活動推進事業 
ボランティア活動育成のための活動支援・活動普及・相談

事業等及びボランティアセンターの管理運営 

地域福祉活動推進事業 

第２次いきいきプラン八王子に基づく地域福祉推進拠点

石川の設置・運営及び併設するコミュニティカフェの運営

補助、第２次いきいきプラン八王子推進委員会の開催 

 

   （４） 指定管理施設の概要（今回監査対象とした指定管理施設のみ記載） 

施設名 所在地 指定期間 

長房ふれあい館 
長房町５８８番地 

都営長房アパート西１号棟１階 

平成 24 年 4 月 1 日～

平成 29 年 3 月 31 日

学童保育所  

１ 八木町学童保育所 八木町７番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２ 千人町学童保育所 千人町三丁目７番７号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３ 寺町学童保育所 寺町２９番地１５ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

４ 台町学童保育所 台町四丁目２番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

５ 中野学童保育所 中野山王三丁目６番２７号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

６ 清水小学童保育所 中野山王三丁目２５番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日
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施設名 所在地 指定期間 

７ 大和田小学童保育所 大和田町四丁目１９番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

８ 第十小学童保育所 大和田町七丁目５番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

９ 浅川学童保育所 初沢町１３２３番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１０ 下柚木学童保育所 下柚木三丁目４番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１１ 由木学童保育所 越野６９２番地１ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１２ 松が谷学童保育所 松が谷１３番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１３ 南大沢学童保育所 南大沢三丁目８番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１４ 南大沢西学童保育所 南大沢四丁目１８番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１５ 宮上学童保育所 南大沢五丁目２０番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１６ まつぎ学童保育所 別所一丁目２９番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１７ 長池学童保育所 別所一丁目４５番地３ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１８ 秋葉台学童保育所 別所二丁目１２番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

１９ 別所学童保育所 別所二丁目４２番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２０ 長房学童保育所 長房町３４１番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２１ 船田小学童保育所 長房町１０４１番地２ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２２ 館ヶ丘学童保育所 館町１０９７番地５７ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２３ 寺田学童保育所 寺田町４３２番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日
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施設名 所在地 指定期間 

２４ 上壱分方学童保育所 上壱分方町７９９番地２ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２５ 元八王子学童保育所 弐分方町７６１番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２６ 川口学童保育所 川口町３９７４番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２７ 加住小学童保育所 加住町一丁目１７０番地２ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２８ 由井学童保育所 小比企町１２０１番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２９ 片倉台学童保育所 片倉町１３１８番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３０ 七国小学童保育所 七国六丁目４２番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３１ 北野学童保育所 打越町３４８番地１ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３２ 高嶺小学童保育所 北野台四丁目２１番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３３ 石川学童保育所 石川町１９２０番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３４ 久保山学童保育所 久保山町一丁目２０番地６ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

 

 

  ３ 社会福祉法人 相友会 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       社会福祉法人相友会は、監査日現在、保育園１施設の指定管理業務を行

っている。 

     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 
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区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

長房西保育園 156,944,000 156,944,000

人件費、福利厚生費、業

務委託費、給食費、保育

材料費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要 

施設名 所在地 指定期間 

長房西保育園 
長房町５８８番地 

都営長房アパート西８号棟１階 

平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

 

 

  ４ 株式会社 プロケア 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       株式会社プロケアは、監査日現在、学童保育所１施設の指定管理業務を行

っている。 

     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 

区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

子安学童保育所 38,300,000 38,007,167
人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要（今回監査対象とした指定管理施設のみ記載） 

施設名 所在地 指定期間 

子安学童保育所 子安町一丁目３７番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

 

 

  ５ 特定非営利活動法人 ワーカーズコープ 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       特定非営利活動法人ワーカーズコープは、監査日現在、学童保育所７施設

の指定管理業務を行っている。 
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     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 

区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

上柚木小学童保育所 

ほか３施設 
95,189,237 91,721,316

人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

由木東小学童保育所 

ほか２施設 
71,605,970 66,173,755

人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要（今回監査対象とした指定管理施設のみ記載） 

施設名 所在地 指定期間 

１ 上柚木小学童保育所 上柚木三丁目１５番地 
平成 26 年 4 月 1 日～

平成 31 年 3 月 31 日

２ 中山小学童保育所 中山１１５５番地 
平成 26 年 4 月 1 日～

平成 31 年 3 月 31 日

３ 由木東小学童保育所 東中野１３４７番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

４ 元八王子東小学童保育所 叶谷町１５２１番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

５ 城山学童保育所 
元八王子町二丁目３３５１番地

１５ 

平成 26 年 4 月 1 日～

平成 31 年 3 月 31 日

６ 由井かたくら学童保育所 西片倉一丁目１４番１号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

７ 長沼学童保育所 長沼町７０７番地３ 
平成 26 年 4 月 1 日～

平成 31 年 3 月 31 日

 

 

  ６ テンプスタッフ・ウィッシュ株式会社 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       テンプスタッフ・ウィッシュ株式会社は、監査日現在、学童保育所３施設の指

定管理業務を行っている。 

     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 
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区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

鹿島学童保育所 

ほか２施設 
80,327,264 75,724,194

人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要 

施設名 所在地 指定期間 

１ 鹿島学童保育所 鹿島２番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

２ 横山学童保育所 長房町４５０番地 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

３ みなみ野学童保育所 みなみ野一丁目９番３号 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日

 

 

  ７ 特定非営利活動法人 くぬぎだ 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       特定非営利活動法人くぬぎだは、監査日現在、学童保育所１施設の指定管

理業務を行っている。 

     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 

区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

椚田小学童保育所 33,786,306 33,198,446
人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要 

施設名 所在地 指定期間 

椚田小学童保育所 椚田町５７１番地２ 
平成 23 年 4 月 1 日～

平成 28 年 3 月 31 日
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  ８ 社会福祉法人 清心福祉会 

   （１） 事業内容 

     ア 事業の概要 

       社会福祉法人清心福祉会は、監査日現在、学童保育所２施設の指定管理

業務を行っている。 

     イ 市との関係 

       市は、公の施設の指定管理に関する協定書に基づき指定管理料を支払って

おり、平成２６年度の執行状況については次の表のとおりである。 

区分 年度協定額（円） 執行額（円） 主な管理経費の内容 

高倉小学童保育所 

ほか１施設 
48,507,380 47,202,454

人件費、おやつ代、維持

管理費、運営費等 

 

   （２） 指定管理施設の概要 

施設名 所在地 指定期間 

１ 高倉小学童保育所 高倉町６７番地２ 
平成 27 年 4 月 1 日～

平成 32 年 3 月 31 日

２ 小宮小学童保育所 小宮町１１２８番地３ 
平成 27 年 4 月 1 日～

平成 32 年 3 月 31 日

 



- 21 - 

平成２７年度 行政監査結果報告書 
 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類 

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づく監査 

 

 ２ 監査のテーマ 

協働に係る委託契約について 

 

 ３ 監査の目的 

本市は、基本構想・基本計画である「八王子ビジョン２０２２」における「市民と行政の協

働」の施策の展開において「協働のための連携推進」を掲げ、市民や団体（以下「市民団

体等」という。）との協働を更に進めることとしている。 

協働には多様な形態があり、また、市民団体等と市との関係も、公共性が高く市が積極

的に関与すべき事業から、市民団体等の自主性に委ね市が一部について協力する事業

まで幅広い態様となっている。これらのうち行政の責任において実施する事業について

は委託の手法が主に選択されていることから、「協働に係る委託契約について」をテーマ

とし、契約の形態が適正か等を検証することを目的とする。 

 

 ４ 監査の実施期間 

平成２７年９月２日から同年１２月２０日まで 

 

 ５ 監査の対象 

協働として事業委託契約を締結しているもののうち、主に当該事業について市民団体

等が企画・運営・実施を行っているもの。 

 

 ６ 監査の対象所管 

監査対象の部課は、次のとおりとした。 

⑴ 協働の総括所管である市民活動推進部協働推進課 

⑵ 平成２７年６月２６日付により総合経営部広聴課及び協働推進課が実施した「平成 

２６年度市民参加・協働事業の実態調査」において、協働形態を「委託」として回答し

た所管 
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 ７ 監査の着眼点 

   主な着眼点は次のとおりである。 

⑴ 事業委託契約の形態は適切か。 

⑵ 市民団体等と市、双方の役割は適切になされているか。 

⑶ 協働事業の成果は表れているか。 

 

 ８ 監査の方法 

⑴ 前記６監査の対象所管⑵（市民活動推進部、福祉部、医療保険部、子ども家庭部、

産業振興部、環境部、資源循環部、まちなみ整備部、道路交通部、生涯学習スポー

ツ部及び図書館部）のうち、８件の契約（所管は生涯学習スポーツ部）を抽出し、契約

関係書類を取り寄せ、内容の確認を行った。 

⑵ 上記⑴の全ての所管課に対して、調査票を送付し、回答を依頼した。 

（平成２７年１０月１６日～２７日） 

⑶ 上記⑵により回答された調査票のうち、確認が必要な所管課及び協働推進課に対し

て、文書又は口頭による質問を行った。 
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第２ 監査の結果 

 

＜はじめに＞ 

 

本市は、平成１５年４月にスタートした市の基本構想・基本計画である「八王子ゆめおりプ

ラン」を推進するため、同年８月に全庁的な組織の見直しを実施し、地方分権の推進に向け

た政策部門の強化を図ることとし、その一環として市民活動推進部を新設した。また、これに

先立ち同年６月に市民の自発的な社会貢献活動を積極的に支援し促進するため、八王子

市市民活動支援センター（以下「支援センター」という。）を設置し、市民協働社会の構築を

推進してきた。加えて、市民活動推進部協働推進課においては、平成１７年４月に「職員の

ための協働ハンドブック～新しい時代にふさわしい創意にみちた協働のまちを目指して～」

（平成２７年４月内容更新。以下「ハンドブック」という。）を発行し、全職員を対象に協働の理

解を深める研修を実施してきた。 

そして、平成２５年４月にスタートした新たな基本構想・基本計画である「八王子ビジョン 

２０２２」においても、「市民と行政の協働」の施策の展開において「協働のための連携推進」

を掲げ、様々な市民や団体（以下「市民団体等」という。）と市との協働を推進してきたところ

であり、現在では、地域による公園・緑地の管理運営、青少年の育成事業、防犯活動、団体

による多文化共生事業への取組等が行われているところである。 

これら協働事業には、様々なパートナーや事業内容があり、ハンドブックによると、①委託 

②補助 ③共催 ④後援 ⑤事業協力 ⑥アドプト制度 ⑦政策提言 ⑧情報交換・情報提

供 ⑨実行委員会の形態が掲げられている。また、市民団体等と市との関係についてみると、

公共性が高く市が積極的に関与すべき事業から、市民団体等の自主性に委ね市が一部に

ついて協力する事業まで幅広い態様となっている。 

今回の監査は、これらのうち行政の責任において実施する事業として委託の手法が主に

選択されている「協働に係る委託契約について」をテーマとした。監査を行うに当たっては、

毎年度、総合経営部広聴課及び協働推進課が合同で実施している「市民参加・協働事業

の実態調査」において、「協働事業を行っており、その中で協働の形態が委託である。」と回

答をしている事業を対象に、当該事業の契約の実態や傾向を全体的に把握するための照

会（以下「協働事業に関する調査」という。）を実施するとともに、市民団体等が企画・運営・

実施を行っているとする一部の所管課から契約書類を取り寄せ、その内容について聴取し

た。 

以下に監査の結果について述べる。 
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＜現状分析＞ 

 

「協働事業に関する調査」において、協働事業における委託契約の実態や傾向のうち、

協働を推進するための取組の具体性及び実行性の観点から注視した点について、次に述

べる。 

 

１ 協働の理念と取組について 

 

協働推進課が発行したハンドブックによると、「協働」とは「地域のさまざまな問題や課題を

解決するために、異なる組織が、それぞれの特性を最大限発揮して、協力・協調していくこ

と。」とあり、その協働の一形態である委託に関しては「パートナーの特性を十分に活用して、

より効果的な取り組みを進めるために業務を委託するもの」 と定義している。 

そこで、ハンドブックに掲げる協働の理念が、委託契約の内容にどこまで具体的に反映さ

れているか分析した。 

 

＜設問１について＞ 

《協働で実施する理由を次の（１）～（５）の項目から選択してください。》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働で実施する理由を選択式（複数回答可）で質問したところ、「パートナーの専門的な

知識や技術を活かせる。」との回答が最も多かった。これは、公共サービスに関わる課題が

今後ますます増大し、複雑化していく中で、市民団体等が有する専門的な知識や技術など

の特性を活かし、より的確で質の高い公共サービスの提供につなげることが可能な協働とい

う形態が事業の実施に適していたことがうかがえる結果となった。

（１）
パートナーの専門的な知識や技術を
活かせる。

（２）
経費の削減が図られる又は同程度の
経費でサービスが充実する。

（３）
市民の親しみや地域との密着性が生
じる。

（４） 事業の柔軟性・迅速性が期待できる。

（５） その他
数字は件数

９５件中 
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＜設問２について＞ 

《契約書等に「協働」の２文字を使用していますか。》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜設問３について＞ 

《相手方と役割分担（準備品の分担も含む。）を決めていますか。》 
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契約書等に「協働」の２文字を使用しているか質問したところ、７９％が「協働」の文字を使

用していなかった。使用していない理由として、「契約条文中に「協働」をうたう必要がないた

め、使用していない。」 との回答が最も多かった。また、４０％が契約の相手方との役割分担

を決めていないとの回答だったが、これらの中には、市民団体等が単独で主体的に活動し

てきた事業をベースに市との協働事業に発展しているもの（以下「市民活動先行事業」とい

う。）も多く、この場合は自ずと市民団体等と市との役割分担が定着しているために、役割分

担を決めていないとの回答に至った事例も一部見受けられた。 

本来ならば、契約書等に「協働」の趣旨を明示し、又は項目を盛り込むことや役割分担を

明示することは、協働により取り組む意識と明確な役割分担を市民団体等と市が互いに認

識し、ひいては責任を担保することにつながる重要なものであると考えるが、現在、協働によ

る契約を想定した契約書等の書式がなく、一般の委託契約書を使用しているため、「協働」

の文字を使用していない、役割分担を決めていないといった回答結果につながったと考え

られる。 

 

 

＜設問４について＞ 

《相手方の選定基準・選定方法を決めていますか。》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

協働の相手方の選定基準・選定方法を決めているかの質問に関しては、７５％が選定基

準等を決めていないとの回答であり、そのうちの大部分は、相手方を指定する一者特命によ

る契約であった。一者特命による契約の手法は、地方自治法施行令で定めている随意契約

方式であり、協働事業における一者特命の理由の大部分は「契約の性質又は目的が競争
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入札に適しない場合」とする回答であった。本市の「委託・役務・物品購入契約における随

意契約のガイドライン」（※平成１８年１月５日財務部契約課長通知）においては、一者特命

の契約を例示しており、「業務上の経験、知識を特に必要とする場合又は業務内容等に精

通した者に行わせる必要がある場合」が挙げられていることから、市民活動先行事業につい

ては、これが協働事業の選定理由になっていると思われる。 

このほか、選定基準等を決めているとする回答には、指定管理における既定の選定方針

及びプロポーザル方式による評価基準表によるものがあったが、その中に協働事業のため

に作成した専用の選定基準等はないことも確認された。 

※当該ガイドラインの内容は、平成２７年４月に一部改正されているが、本調査対象の事

業は２６年度の事業であるため、改正前のガイドラインを引用した。 

 

 

２ 委託契約における相互（市民団体等と市）の関係性について 

 

現在の委託契約における相互の関係性については、 

⑴ 市民団体等と市との協働 

⑵ 市が市民団体等に対して地域住民等の第三者との協働を求めるもの 

の２種が挙げられる。この２種について、どこまで明確に協働事業を位置付けているか分析

した。 

⑴の「市民団体等と市との協働」については、上記１設問２及び３に関連して述べたとおり

であり、「協働」の文字を使用していないものや役割分担を決めていないといった協働事業

の位置付けが明確となっていない事業も見受けられたが、一部の事業には市民活動先行

事業として協働に位置付けられている事例があった。 

また、⑵の「市が市民団体等に対して地域住民等の第三者との協働を求めるもの」につい

ては、指定管理における施設等の運営において、基本協定書に「本業務の実施にあたり、

地域住民との連携及び協働を図り、地域の実情に即した事業運営に努めなければならな

い。」と規定しているものを協働の一種として位置付けていた。これは、指定管理者という民

間セクターによる公の施設の管理において、地域住民との協働を担保するという、市とすれ

ば間接的な協働形態であるが、施設の特性によっては有効な手法であると考える。しかし、

中には、単に定型的な施設管理を行うだけの事業についても協働として位置付けていたも

のもあった。 

これらのことから、協働事業の位置付けは、回答する所管課又は職員によって、捉え方が

異なっており、協働をかなり広い範囲で捉えていることが確認された。
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３ 協働における市民団体等（パートナー）の選定について 

 

今回の「協働事業に関する調査」に関連して所管課にヒアリングを行ったところ、協働で事

業を執行している一部の市民団体は、団体の特性を発揮し、きめ細やかで柔軟な対応により

事業を行っている事例があるものの、一部の市民団体においては、人材の不足等の理由に

より事業の遂行が困難になっている実態があることが聴取により確認された。 

協働事業を始めるに当たっては、まず、事業が協働にふさわしいかどうかを判断し、次に

協働のパートナーを選定する（市民団体等から提案のあった事業については、事業規模及

び実施体制の確認を行う）こととなる。 

 

＜設問４＞ 

≪相手方の選定基準・選定方法を決めていますか。≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の調査結果において、委託の相手方は一者特命の随意契約が多くを占めていたが、

パートナーの選定に際しては最も適した団体を選定することが必要である。また、互いに目的

を共有し、協力し合う意思があるかどうかの確認はもちろんのことであるが、事業を確実かつ

継続的に遂行できる規模、組織力、経験、運営状況なども双方で十分に確認する必要がある。

そのためには、パートナーとの約束事やルール等、明確な基準が必要ではないかと考える。 

しかし、中には事業開始時においては、規模等について十分な能力を有しているとはいえ

ない場合もあり得るが、その団体との協働によって大きな成果が得られると考えられる場合に

は、その不足する部分を市が補うといったことも考えておかなければならない。 

 

「決めていない」と回答 

のあった７１件の内訳 
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４ まとめ 

 

今回の調査等により、先の広聴課及び協働推進課が合同で行っている「市民参加・協働

事業の実態調査」において、「協働の形態は委託である。」と回答しているものについては、

総じて協働をかなり広い範囲で捉えていることが確認された。「市民と行政の協働」の構築に

当たっては、職員の協働に対する理解や意識によってその実行性は大きく左右されるもので

あるが、現状においては協働の形態に適した事業は多いものの、今回の「協働事業に関する

調査」にみられる範囲では、ハンドブックに掲げる協働の理念が、職員に十分認知されてい

ない状況にあった。また、現行の選定基準等や契約書等に協働の理念が反映されていない

ために、パートナーとの約束事やルール等の明確な基準がなく、かつ、協働に適した書式が

整っていないことは、協働を推進するための取組の具体性及び実行性が確保されているの

か憂慮するところであった。 
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＜意   見＞ 

 

今回の「協働事業に関する調査」の結果を勘案し、協働を更に推進し、また、今よりも一歩

進んだ協働への取組をも視野に入れて取り組んでいくためには、次の事項について整理す

ることが必要であると考える。 

⑴ 委託の形態により協働事業を実施する際は、協働の理念をしっかりと認知した上で事

業に当たるよう、職員の協働に対する意識をより向上させること。また、協働事業全般に

もいえることではあるが、そのきっかけとなる市の関係所管と市民団体等とのマッチング

やコーディネートを行う機能を更に強化することにより、協働事業を行う上での基盤整備

を拡充すること。 

⑵ 協働事業を行う際の具体的な約束事やルールを明確にするため、委託契約書の補完

的役割を果たすパートナーシップ協定の締結や更に進めた協働契約のあり方について

確立すること。  

以下に意見要望として詳しく述べる。 

 

 

１ 協働をより推進するための基盤整備について（意見要望) 

 

協働は、それ自体が目的ではなく、「市民主体のまちづくりや住民によりよいサービスを提

供するための取組手法のひとつ」であり、手段である。 

上記⑴「協働事業を行う上での基盤整備を拡充すること。」とは、その手段を整備するとい

うものであり、協働をより推進するために、本市がまず取り組むべき事項であると考える。 

ハンドブックについては、発行から既に１０年以上経過しているが、ここに書かれている協

働の理念は、現在でも的確なものであり、また、若手職員を対象に毎年、ハンドブックを使用

した研修を行っていることは評価できる。しかし、前述のとおり、「協働事業に関する調査」の

結果からみた限りでは、委託の形態により実施する協働事業に関しては、一般的な委託者と

受託者という関係性に捉われがちとなり、協働事業ならではの理念や形態というものを職員

がしっかりと理解し、意識した上で、事業に反映していたとはいい難い状況であった。また、

開始当初は相互に約束事などを確認し合えた市民活動先行事業であっても、年数の経過や

市側の人事異動等に伴い、今後、協働の意識が風化していくおそれもある。このようなことか

ら、今まで以上に職員全体の意識の向上を図るとともに、このハンドブックを実践で活用して

いくことが必要と考える。 

一方、「八王子ビジョン２０２２」では、「市民と行政の協働」において、支援センターのコー

ディネート機能の強化を図り、市民団体等との協働を更に推進するとしているところである。 

支援センターが、そのコーディネート機能をより円滑に発揮するためには、市の関係所管

が明確であるものを除き、支援センターの担当所管である協働推進課も市側のコーディネー
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ターとなり、市民団体等と関係所管とのマッチング機能を更に高めていくことが重要である。

そのためには、支援センターの有する情報を、市全体で共有できる仕組みづくりが必要と考

える。 

今後、協働をより一層推進していくためには、以上のように、職員の意識の向上を図ること、

マッチングやコーディネートを行う機能を更に強化することなどのソフト面における基盤整備

を拡充することが重要であるため、協働の総括所管である協働推進課により具体的な取組を

推進するよう要望する。 

 

 

２ 協働契約の実現に向けて（意見要望） 

 

本市では、地方自治法をはじめとする法令や八王子市契約事務規則（以下「契約事務規

則」という。）等に基づき、契約の事務処理を行っている。法令によると、売買、賃貸、請負そ

の他の契約においては、一般競争入札を原則とし、随意契約については、一定の条件に該

当するときのみ行うことができるとされている。本市においても契約事務規則に同様の定めが

あり、公平性や経済性を重要視して契約事務を行っている。現状において、本市で行ってい

る委託契約といえば、民法上の請負契約がほとんどであり、これは「当事者の一方がある仕

事を完成することを約束し、相手方がその仕事の結果に対して報酬を支払うこと」を約束する

契約である。 

地方自治法等の現行の契約に関する法体系は協働事業の契約については想定していな

いこともあり、本市では、協働事業と通常の委託契約との区別をせず、同一の契約書の様式

及び約款を使用している。このため、請負契約については、現場での指示がなくとも業務を

行えるよう仕様書を詳細に作成すること、契約締結の際には人件費、間接費等の経費の内訳

を記した委託内訳書の徴取をすることなどが、本市の契約事務の主管課である財務部契約

課から通知されているが、協働事業においては、事業の実施過程において仕様を変更する

可能性や、パートナーに現場での判断を任せる場合もある。また、現在の契約書の様式及び

約款では、委託者と受託者という立場となってしまい、事業を協働で実施することが明らかに

なっていないことなど、協働事業に必要な配慮がなされておらず、本来の協働が行いづらい

状況にある。更に、契約期間終了後に市に提出する書類についても、仕事の完了を確認す

るため業務完了報告書の提出を原則としているが、協働事業では、成果も重要であるものの、

事業実施のプロセスを示した事業計画書及び事業報告書やパートナーの収支状況を示した

決算書などの書類についても、確認が必要となる場合もあると考えられる。 

一方、他の地方公共団体では、市と協働のパートナーとが対等な立場で事業を推進する

ために、事業目的や互いの役割分担について記載した協定等（いわゆるパートナーシップ協

定や協働契約と呼ばれているもの）を締結しているものがある。本市では様々な協働事業を

行っており、その形態も多様であるところから、事業執行において従来の請負契約による方
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法を否定するものではないが、本市においても、前述のように、現状の規程と協働の実態との

かい離がみられるといった問題があり、新たな協働契約に関する制度を整備する必要性を感

じるところである。 

ついては、協働推進課においては、新しい協働契約というカテゴリーを確立させ、市として、

標準的な協定書、契約書等の様式又はガイドラインを作成し、全庁的に示していくことを要望

する。 

なお、その際には、協定書等には個人情報保護、リスク管理など、請負契約と同様に記載

するものがあること、業者ではなく市民を相手方とすることが多いことから簡潔で平易な語句

を用いること、事業目的や役割分担など協働事業で必須となる事項等を記載すること及び事

業終了後には協働事業として双方で評価（今後の課題の共有やその改善のための話合い

等）を行うこと並びにパートナーの候補に複数の団体が存在する場合には企画提案型による

公募方式の採用も考えられることに留意されたい。 

 

 

＜終わりに＞ 

 

地方自治法によると、「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地

域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。」とされている。

一方、協働は、地方分権の進展に伴い、従来は地方公共団体のみが担っていたこの役割

について、市民の主体的な参加により、共に地域住民の福祉の増進を図るという取組であ

る。 

本市でも協働社会の実現に向けて、様々な事業の執行に当たり多様な形態において協働

を進めてきた結果、多くの協働事業が定着したところである。 

これからも、全市一丸となって協働事業に取り組み、協働によるまちづくりが更に進展され

ることを願うところである。 
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第３ 調査の結果 

 「協働事業に関する調査」について 

 

⑴ 調査事業  協働事業に関する調査 

 

 

⑵ 調査目的  本市では市民との協働によるまちづくりを目指しており、その手法の一

つである委託による協働の形態を取っている事業が多くあることから、今

年度の行政監査のテーマを「協働に係る委託契約について」としたところ

であるが、委託による協働形態の内容には、運営のみを委託する場合や、

企画などの立案段階から事業のほぼ全てを委託する場合などの様々な内

容が存在していることから、協働に係る全ての委託契約の実態や傾向を

全庁的に把握することを目的とする。 

 

 

⑶ 調査対象  平成２７年６月２６日付により広聴課及び協働推進課が実施した「平成２６ 

年度市民参加・協働事業の実態調査」において、協働形態を「委託」とし

て回答した事業（９７事業・２３所管）及び委託の協働形態により平成２７年

度に開始した事業  

 

 

⑷ 調査期間  平成２７年１０月１６日（金）から同月２７日（火）まで 

 

 

⑸ 回答方法  電子メール又は文書による回答 

 

 

⑹ 回答結果 ① 回答数 ９５事業 

（平成２７年度に開始した事業としての回答なし。２事業について

は、平成２７年度より委託事業でなくなったため回答なし。） 

           ② 回答結果 別紙のとおり 



設問１ 協働で実施する理由を次の（１）～（５）の項目から選択してください。
（選択式、複数回答可）

協働事業に関する調査結果

84
（１） パートナーの専門的な知識や技術

を活かせる（１）
パートナーの専門的な知識や技術を
活かせる
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70

43

84

（４） 事業の柔軟性 迅速性が期待でき

（３） 市民の親しみや地域との密着性が

生じる。

（２） 経費の削減が図られる又は同程度

の経費でサービスが充実する。

（１） パートナーの専門的な知識や技術

を活かせる。（１）
パートナーの専門的な知識や技術を
活かせる。

（２）
経費の削減が図られる又は同程度
の経費でサービスが充実する。

（３）
市民の親しみや地域との密着性が
生じる。

19

69

70

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

（５） その他

（４） 事業の柔軟性・迅速性が期待でき

る。

（３） 市民の親しみや地域との密着性が

生じる。（３）
市民の親しみや地域との密着性が
生じる。

（４）
事業の柔軟性・迅速性が期待でき
る。

（５） その他
数字は件数

(95件中)

上記設問で、（５）その他として記載された主なもの

　　　・市民満足度調査を実施。 　　　・・・ ５件
　　　・住民自治の意識が高まる。 　　　・・・ ２件
　　　・仲間意識の醸成と活動の促進が図れる。　・・・ ２件

設問２ ① 契約書等に「協働 の２文字を使用していますか設問２ ① 契約書等に「協働」の２文字を使用していますか。

契約書等に「協働」

の２文字を使用

4件・4%
指定管理者との

基本協定書 に

「地域住民との

協働」の文言あり

基本協定書 に

「地域住民との

協働」の文言あり

16件 ・17%

使用していない

件

② 使用していない場合は、その理由を教えてください。

使用していない

75件・79%

　　・契約条文中に「協働」をうたう必要がないため。 ・・・　５４件
　　・一者特命による業務委託であるため。 ・・・　１９件
　　　（一者特命であることの理由を記載したものを含む。）
　　・その他 ・・・　　２件
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設問３ ① 相手方と役割分担（準備品の分担も含む。）を決めていますか。

決めていない
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決めている

57件・60%

決めていない

38件・40%

② 決めていない場合は、その理由を教えてください。

　　・受託者が事業のすべてを担うため、市と役割を分担していない。　・・・ ３７件
・「協働」の内容が様々なため具体的に定めることは難しい。 ・・・ １件　　・「協働」の内容が様々なため具体的に定めることは難しい。 　　・・・ 　１件

設問３-２  ① その分担の内容を契約書等に記載していますか。

記載して記載して

いない

8件・14%

記載している

49件・86%

 ② 記載していない場合は、その理由を教えてください。

　　・実務上は分担している。 ・・・ ２件
　　・事前の協議で分担を決めているため。 ・・・ ２件
　　・記載していない理由は特にない。 ・・・ ２件
　　・その他 ・・・ ２件
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設問４ ① 相手方の選定基準・選定方法を決めていますか。

決めている

24件・25%
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決めている

24件・25%

決めていない

71件・75%

② 決めていない場合は、その理由とどのように選定しているか教えてください。
※一者特命の場合は、契約時の指定理由書を提出してください。

　　・一者特命による随意契約 ・・・　　６６件
　　・指名競争入札 ・・・　　　３件

・契約締結決裁にて意思決定 ・・・ ２件　　・契約締結決裁にて意思決定 ・・・　　　２件

設問５ ① 事業経費及び事務分担について、契約に至るまでの間、その内容を協議する機会を設けて
　いますか。

協議する機会

を設けている

33件・35%

協議する機会

を設けていない

② 協議している場合は、具体的な内容とそのプロセス（事務の流れ）を教えてください。
※単に見積書依頼段階の条件面等の協議ではなく 協働の趣旨で進める協議を意味します

協議する機会

を設けていない

62件・65%

※単に見積書依頼段階の条件面等の協議ではなく、協働の趣旨で進める協議を意味します。

　　　・委託事業確認書に基づき協議する。 ・・・ １２件
　　　・事業計画提出時に協議する。 ・・・ 　６件
　　　・必要に応じてその都度協議する。 ・・・ 　５件
　　　・毎月１回（１回以上）協議する。 ・・・ 　３件
　　　・団体の企画内容を基に協議する。 ・・・ 　３件
　　　・その他 ・・・ 　４件
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設問６ ① 事業終了後に今後の課題の共有やその改善のための話合いの機会を持っていますか。

話合いの機会を

持っていない

18件・19%
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話合いの機会を

持っている

77件・81%

18件 19%

② 話合いがなければ、その理由を教えてください。

事業終了後の話合いの機会を持っていないと答えた１８件を次の２つに分類して集計した。

② １ 事業終了後ではなく 別の形で話合いの機会を持 ているもの

77件・81%

②-１　事業終了後ではなく、別の形で話合いの機会を持っているもの

　　　　・課題があれば、その都度相談や協議をしている。　　 ・・・ 　　１０件
　　　　・定期的に話し合っている。 ・・・ 　　　１件

②-２　まったく話合いの機会を持っていないもの

　　　　・例年同じ事業内容で実施しているため。　　　　　　　　 ・・・　　　６件
　　　　・特に事業終了後の話合いを要しなかったため。　　　　・・・　　　１件
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平成２７年度 工事監査結果報告書 

 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の種類 

   地方自治法第１９９条第１項及び第５項の規定に基づく工事監査 

 

 ２ 監査の対象工事等 

   市民体育館耐震補強及び大規模改修工事並びに関連工事及びこれらに関連する事 

  務 

 

 ３ 監査の対象部課 

⑴ 事 業 所 管 課 ： 生涯学習スポーツ部スポーツ施設管理課 

⑵ 工 事 所 管 課 ： 財務部建築課 

⑶ 契約事務所管課 ： 財務部契約課 

 

 ４ 監査の実施期間 

   平成２７年５月２５日から同年１２月２０日まで 

 

 ５ 監査の観点及び方法 

   契約事務、工事の設計及び施工等が法令等に従って適正かつ効率的に行われてい

るかどうかを主眼に、書類審査、質問調査、実地調査等、通常実施すべき監査手続によ

り実施した。 

   なお、技術調査については「特定非営利活動法人 地域と行政を支える技術フォーラ

ム」に委託し、平成２７年９月１日（本体工事進捗率 ： ４０．２％）に実施した。 
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第２ 工事の概要 

 １ 工事場所 

   八王子市台町二丁目３番７号 

 

 

 ２ 工事概要 

   本施設は昭和４９年に建設されているため館内施設の老朽化が進行しており、更に、

平成１７年に実施した耐震診断では、屋根面の耐力が不足していることも判明し、利用者

の安全・安心を確保できる耐震性のある体育館とするため、耐震診断の補強方針に従っ

て、耐震補強工事を実施するもの 

   また、この工事に併せて、体育館のリニューアル、バリアフリー化及び延命化を図るた

め、老朽化している設備や破損している建具等を改修する大規模改修工事を実施するも

の 

 

 ３ 工  期 

   平成２６年１２月１６日から平成２８年１月１５日まで 

 

 ４ 設計業者 

⑴ 基本設計 ： 株式会社 楠山設計 

⑵ 実施設計 ： 株式会社 あい設計 

 

 ５ 施工業者 

   田中・加藤工業特定建設工事共同企業体 

 

 

 

工事場所 
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 ６ 契約概要 

⑴ 契約金額  

・ 当 初 契 約 ： １,０５４,８３６,０００円（本体工事分） 

・ 第１回変更契約後 ： １,０６５,８６２,８００円 

・ 第２回変更契約後 ： １,０７４,８２８,９６０円   

⑵ 契 約 日  

・当 初 ： 平成２６年１２月１５日 

・第１回変更 ： 平成２７年５月８日 

・第２回変更 ： 平成２７年７月８日 

⑶ 契約方法 ： 解除条件付一般競争入札（施工能力評価型総合評価方式） 

⑷ 変更理由 ： 第１回は、新たに発見されたアスベスト含有箇所の特殊加工の 

追加によるものであり、第２回は、労務単価等の急激な変動に対応す

るため、工事請負契約約款第２５条第６項（インフレスライド条項）の適

用によるものである。 

 

 ７ 工事内容 

   市民体育館耐震補強及び大規模改修工事 

⑴ 構   造   ： 鉄骨鉄筋コンクリート造、一部鉄筋コンクリート造 

地下２階、地上１階、塔屋１階建 

⑵ 規 模 等 

・ 敷地面積 ： ８，８７５．５５㎡ 

・ 建築面積 ： ３，９０４．８４㎡ 

・ 延床面積 ： ６，２９８．５８㎡ 

⑶ 建物内容 

・ 地下 ２階 : 倉庫、備蓄用倉庫､電気室、受水槽室 

・ 地下 １階 : 主競技場、第２競技場、第３競技場、第４競技場、第５競技場、トレ 

ーニング室、器具庫、放送室、更衣室、シャワールーム、だれでもト 

イレ 

・ 地上 １階 : レクリエーションホール、会議室、事務室、指導員室、倉庫、だれ

でもトイレ 

 ８ 関連工事  

⑴ 空調換気設備工事 ： 新和・水越特定建設工事共同企業体 

（契約金額 ： ３３８,５３１,４００円） 

⑵ 給排水衛生設備工事 ： 加藤設備工業 株式会社 

（契約金額 ： １２２,３６４,０００円） 

⑶ 電 気 設 備 工 事 ： 株式会社 エーデン 
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（契約金額 ： １６４,０５２,０００円） 

⑷ 昇 降 機 設 備 工 事 ： フジテック 株式会社 首都圏統括本部 

（契約金額 ： １５,０１２,０００円） 

 

第３ 監査の実施状況 

 １ 書類審査 

 

（計画・設計審査）                 （現場書類審査）           

 

 

 ２ 実地調査 

   

  （工事実地調査）                   （工事実地調査）           

 

 ３ 技術調査の主な項目 

⑴ 計画 

⑵ 設計 

⑶ 積算 

⑷ 契約 

⑸ 施工 
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第４ 監査の結果 

   監査時点における書類審査及び工事実地調査の結果は、概ね良好であると認めら

れた。今後も、工事完成に向けて、より一層の安全管理及び工程管理に徹底を期された

い。 

   なお、本工事は、工事着手後にアスベスト含有物が施工されている箇所があることが

判明し除去の設計変更が行われている。一般的に、実施設計の段階では調査できる範

囲が限定されるため、全量を特定することは困難である。 

   このため、今回、工事の進捗過程において新たに該当箇所が判明されたが、適切に

処置できたため特に問題とはならなかったものの、対象施設の施工時期によっては、今

回のような事態も多分に発生するおそれがある。 

今後、このような事態への対応策として、改修工事、改築工事等の実施に際しては当

該施設の完成時期等を考慮の上、実施設計段階における調査方法等について工夫、

検討されたい。 

   また、技術調査に係る報告において、技術士より次のとおり技術調査の主な項目に関

する評価や意見等が附されているので、本工事を含む今後の工事執行の参考とされた

い。 

 

⑴ 計画は、八王子市の上位計画に位置付けられたもので、地域を含めた関係者の

意見を反映し、策定されており、手続、内容を含め適切である。 

⑵ 設計は、環境、安全性、将来の維持管理等に配慮されており、適切である。 

⑶ 設計図書は、積算、施工に必要な内容が十分に描かれており、適切である。しかし、

一部で今後改善、検討が必要な部分がある。 

⑷ 工事監理、検査手続、施工管理は適切にされている。しかし、一部で今後改善、

検討が必要な部分がある。 

⑸ 施工現場は、整理整頓されている。 

⑹ 工程は、当初の計画どおり進捗している。平成２８年１月の竣工予定に向け、無事

故、無災害で完成されることを期待する。 
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